
「新潟市公共交通及び
　自転車で移動しやすく
　快適に歩けるまちづくり条例」

　超高齢社会や健康づくり，環境問題，まちなかの活性化など社会環境の変化に対応すべく，「公共交通や自転
車で移動しやすく快適に歩けるまちづくり」を目指して，その方向性を明確にし，市民と目的を共有するため
の条例を平成24年７月に制定しました。
　条例には基本となる理念，市・市民・交通事業者等の責務を明らかにするとともに，交通施策の基本となる
取り組みを定めており，市民と協働して，歩行・自転車・公共交通の環境の整備と利用促進に取り組んでいきます。

お問い合わせ

新潟市役所
〒951-8550新潟市中央区学校町通1番町602番地1
【担当課】
都市政策部　都市交通政策課　電話025-226-2723（直通）
土　木　部　土 木 総 務 課　電話025-226-3021（直通）
土　木　部　道 路 計 画 課　電話025-226-3041（直通） 新潟市



連携・協働によるまちづくりの推進（協定・支援など）

条例により明確にし，市民と目的を共有
◎基本となる理念　◎市民，交通事業者及び市等の責務　◎基本的な施策　　など

公共交通や自転車で移動しやすく快適に歩けるまちづくり

条例化

社会環境の変化

まちづくりの舵をきる

交通環境整備，
利便性の向上

市民意識，
利用促進

超高齢社会 健康づくり 環境問題 まちなかの
活性化

重点プロジェクト
・超高齢社会
・健幸都市
・まちなか再生
・文化創造都市

協 力

市民 等

交通事業者

新潟市の現状
超高齢社会の進展
急激な高齢化の進展

（65歳以上）

高齢化率

2010年 ⇒ 2020年

高齢者人口

23.1% +7%

18.5万人 +5万人

うち3万人が
75歳以上

マイカー依存の拡大
手段別移動分担率の推移

（%）3.3

■鉄道　■バス　■自動車　■二輪車　■徒歩

昭和63年

全国平均を下回る歩行量
1日当たり平均歩数

新潟市 : 平成 19年市民健康・栄養調査
新潟県 : 平成 20年県民健康・栄養実態調査
全　国 : 平成 20年国民健康・栄養調査

新潟市が推奨する歩数の目安
男性：8,400歩　女性：7,400歩

単位 : 歩

15歳以上

新潟市

新潟県

全　国

6,401

6,370

7,074

70歳以上

4,440

4,445

5,102

15歳以上

5,990

5,676

6,006

70歳以上

3,305

3,380

3,790

男　　性 女　　性

52.0 17.0 23.1

2.8

平成 23年 69.3 9.8 15.4

公共交通利用者の減少
バス利用者数の推移

→バス利用者は減少し20年間で約3分の１に

69

24

100

50

0
H2 H7 H12 H17 H22

4.6

2.6

単位 : 百万人
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歩行環境の整備

生活道路における自動車の通行・速度抑制

ハンプの設置事例 狭さく部の設置事例

自転車環境の整備

団体･地域との協働　～まち歩き計画～

まち歩きの推進

市（各区役所） 団体・地域
計画策定主体 計画の策定 提案・参画

整備・維持管理
ルート活用・清掃美化など協定の締結

まち歩き計画

ルート
区　域

市,団体,地域が行う取組み

整備

維持管理

清掃美化

活用

自転車利用推進団体への支援

新
潟
市関係機関

（警察など）
自転車走行空間の整備交通ルールの指導

マナー啓発

企業・
事業所など

連携・協力

駐輪場の整備
レンタサイクルの運営

自転車利用団体への支援

地域・団体
自転車利用拡大・促進に

向けた計画

新潟市

実施できる環境づくり
提案

支援

【実施】

●積極的・継続的な利用
●周囲への利用のＰＲなど

【提案】

学校

駅

ここを整備すればよいサイク
リングルートになるのに

【支援】

●道路の整備
●案内看板の設置など

協定の締結

団体・地域の取組みへの支援

●交通管理者と連携した自動車の通行・速度抑制

歩行空間のネットワーク化
●公共交通の駅・停留所・駐輪場と歩行空間のネットワーク化
●歩行空間相互のネットワーク化

駅

バ
ス
停

バ
ス
停

駐輪場

駅前広場 バス停

凡例
：既存歩道等

駅前なのに
歩道無し！

駐輪場があるのに
歩道無し！

自転車等駐輪場

現

　状

駅

駐輪場

凡例
：既存歩道等
：新設歩道等

路肩の活用による
歩行空間の確保！

路肩の活用による
歩行空間の確保！

整
備
後 歩道の設置による

連続性の確保！

歩道の設置

路肩のカラー化

路肩のカラー化

バ
ス
停

バス停があるのに
歩道無し！

バ
ス
停

2



公共交通環境の整備，利用促進

①地域の公共交通の強化 3つの視点による公共交通の強化

地域の公共交通への支援

市民意見の反映，表彰

拠点駅や高速バス停へのアクセス
通院・買物など生活交通の確保
（フィーダーバス，区バス，住民バス，
新たな移動手段の検討）

②都心アクセスの強化
既存の鉄道やバス路線の利便性向上
（バス停上屋，パーク＆ライド，越後線，
南区方面）

・新たな交通システムの導入
・「りゅーとリンク」の運行

③基幹公共交通軸の強化

●地域の自主的な交通手段確保の取り組みの支援

地域・団体

・交通手段
・運行内容
　　　　など

・運営費の補助
・アドバイザー派遣　など

提案

協定の締結

計画案作成

新潟市

市の計画
として認定

計画の認定

パークアンドライドの推進・支援 ●民間事業でのパークアンドライドを支援
・主な支援：駐車場の整備，民間駐車場の活用，駐車場の広報　など

エコ通勤の推進・支援

●企業提案によるエコ通勤の推進・支援

企業・事業所

・基本方針
・目標
・具体策

・自転車の貸与
・駐輪場整備の補助　など

協定の締結

計画案作成

新潟市

計画の承認

　交通に関する市民意
見を広く把握するため，
交通モニター制度を設
けたり，意見を把握す
る場を設けたりする。

　自転車利用やエコ通勤を
積極的に推進する団体や企
業などへの表彰制度を設け
る。

表
彰

支援

提案

支援

［基本概念図］
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　新潟市公共交通及び自転車で移動しやすく快適に歩けるまちづくり条例　

平成 24 年７月２日
条例第 51 号

目次
　第１章　総則（第１条－第７条）
　第２章　施策の推進に関する基本的事項（第８条・第９条）
　第３章　主要な施策（第 10 条－第 21 条）
　第４章　雑則（第 22 条－第 24 条）
　附則
　　
　　　第１章　総則
　　（目的）
第１条　この条例は，公共交通及び自転車で移動しやすく快適に歩けるまちづくり（以下「移動しやすいまちづ
くり」という。）に関し，基本理念を定め，並びに市，市民，事業者及び公共交通事業者の責務を明らかにす
るとともに，移動しやすいまちづくりに関する施策（以下「施策」という。）の基本となる事項を定めること
により，移動しやすいまちづくりを市，市民，事業者及び公共交通事業者の協働により総合的，計画的かつ効
果的に推進し，もって自動車の過度な利用からの転換を図り，市民が健康で暮らしやすい社会の実現に寄与す
ることを目的とする。

　　（定義）
第２条　この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところによる。
　（１）　公共交通　市民の日常生活又は社会生活における移動のための交通手段として利用される公共交通機関

をいう。
　（２）　市民　市内に住所を有する者及び市内で働き，又は学ぶ者をいう。
　（３）　事業者　市内で事業活動を行う法人その他の団体及び個人をいう。
　（４）　公共交通事業者　事業者のうち，次に掲げるものをいう。
　　　ア　道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）による一般乗合旅客自動車運送事業者及び一般乗用旅客自動

車運送事業者
　　　イ　鉄道事業法（昭和 61 年法律第 92 号）による鉄道事業者（旅客の運送を行うものに限る。）
　　　ウ　海上運送法（昭和 24 年法律第 187 号）による船舶運航事業者（旅客の運送を行うものに限る。）
　　（基本理念）
第３条　移動しやすいまちづくりは，歩行，自転車及び公共交通が日常生活及び社会生活に密接に関わるもので
あるという認識の下，超高齢社会への対応，健康の増進，環境への負荷の低減，市内外の交流の拡大及び地域
の活性化に資することを考慮し，交通環境の整備並びに市民の歩行並びに自転車及び公共交通の自発的な選択
及び利用の推進が一体となって行われなければならない。

　　（市の責務）
第４条　市は，前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり，施策を策定し，及び実施す
る責務を有する。
２　市は，施策の策定及び実施に当たっては，市民及び事業者の意見を反映させるよう努めるとともに，市民及
び事業者の理解及び協力を得るために必要な措置を講じなければならない。

　　（市民の責務）
第５条　市民は，基本理念にのっとり，移動しやすいまちづくりについての理解と関心を深めるとともに，第１
条に規定する目的の達成に向けて施策に協力しなければならない。
２　市民は，交通法規を理解し，及び遵守しなければならない。
　　（事業者の責務）
第６条　事業者は，基本理念にのっとり，移動しやすいまちづくりについての理解と関心を深め，事業活動及び従
業員等の通勤における歩行並びに自転車及び公共交通の利用を推進するとともに，第１条に規定する目的の達成
に向けて施策に協力しなければならない。

　　（公共交通事業者の責務）
第７条　公共交通事業者は，基本理念にのっとり，その社会的な役割を踏まえ，公共交通の利便性の向上及び利
用の推進に努めるとともに，第１条に規定する目的の達成に向けて施策に協力しなければならない。
２　公共交通事業者は，その運営する公共交通に関する情報を利用者に提供し，及びその運営する公共交通に関
して利用者から意見を聴取して，これをその運営に反映させるよう努めなければならない。
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　　　第２章　施策の推進に関する基本的事項
　　（施策の推進の基本方針）
第８条　市は，市民，事業者その他関係機関との協働により，次に掲げる事項を考慮して施策を推進しなければ
ならない。
　（１）　土地の利用方針と交通との連動
　（２）　移動のための各交通手段の特性を踏まえた役割分担及び連携
　（３）　公共交通の需要
　（４）　地域の状況に応じた自動車の通行の部分的な抑制
　（５）　交通安全の確保
　（６）　バリアフリー（障がい者等の社会参加を困難にしている物理的，社会的，制度的及び心理的な障壁を除

去することをいう。）及びユニバーサルデザイン（障がいの有無等にかかわらず多様な人々が利用しや
すいよう都市及び生活環境を構築することをいう。）

　（７）　天候その他の自然的条件
　　（基本計画）
第９条　市長は，施策を総合的かつ計画的に推進するため，移動しやすいまちづくり基本計画（以下「基本計画」
という。）を策定するものとする。
２　基本計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。
　（１）　移動しやすいまちづくりについての基本的な方針
　（２）　移動しやすいまちづくりについての目標
　（３）　施策の具体的事項
　（４）　前３号に掲げるもののほか，移動しやすいまちづくりを推進するために必要な事項
３　市長は，基本計画の策定に当たっては，市民，事業者その他関係機関の意見を聴くものとする。
４　市長は，基本計画を策定したときは，速やかに，これを公表するものとする。
５　前２項の規定は，基本計画の変更について準用する。

　　　第３章　主要な施策
　　（歩行環境の整備）
第 10 条　市長は，地域の状況に応じ，公共交通の駅及び停留所並びに駐輪場と歩行空間との連続性並びに歩行
空間相互の連続性の確保を図るものとする。
２　市長は，地域の状況に応じ，歩行者及び自転車の通行を優先することが望ましい道路について，地域住民等
との合意の下，自動車の通行及び速度を抑制するため必要な措置を講ずるものとする。

　　（まち歩きの推進）
第 11 条　市長は，一定の区域内における健康の増進及び地域の活性化に寄与する歩行（以下「まち歩き」という。）
について，当該区域内の住民及び団体と協働し，まち歩きを推進するための計画（以下「まち歩き計画」という。）
を策定し，まち歩き計画に基づいたまち歩きの推進及び歩行環境の改善に努めるものとする。
２　市は，まち歩き計画の実施に当たっては，区域内の住民及び団体と協定を締結し，必要な支援を行うことが
できる。

　　（まち歩き団体）
第 12 条　まち歩きを推進しようとする団体（以下「まち歩き団体」という。）は，まち歩き計画の策定に参加す
ることができる。
２　まち歩き団体は，当該まち歩き団体及び地域住民が実施しようとするまち歩き計画の案を市長に提案するこ
とができる。
３　市長は，前項のまち歩き計画の案がまち歩きの推進に資するものと認められる場合は，当該まち歩き計画の
案を市長が策定するまち歩き計画に反映させるものとする。

　　（自転車に関する環境の整備）
第 13 条　市長は，自転車で移動しやすい道路の整備に努めるものとする。
２　市長は，事業者と協力して駐輪場の整備を推進するものとする。
３　市長は，自転車を市街地での移動手段として推進するため，レンタサイクル（自転車を一定の時間貸し出す
事業をいう。）の拡充に努めるものとする。
４　市長は，自転車の走行についての交通法規について，関係機関と連携して指導及び啓発を行うものとする。
　　（自転車利用推進団体）
第 14 条　自転車の利用を推進しようとする団体（以下「自転車利用推進団体」という。）は，当該自転車利用推
進団体及び地域住民が実施しようとする自転車の利用の推進に関する計画（以下「自転車利用推進計画」とい
う。）を市長に提案することができる。
２　市は，自転車利用推進計画が自転車の利用の推進に資するものと認められる場合は，当該自転車利用推進計
画の実施に関する協定を当該自転車利用推進計画を提案した自転車利用推進団体と締結し，必要な支援を行う
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ことができる。
　　（公共交通の環境整備）
第 15 条　市長は，次に掲げる事項を考慮して公共交通の環境整備及び連携を図るものとする。
　（１）　地域の日常生活及び社会生活を支えること。
　（２）　都心と都心以外の地域の拠点との結び付きを高めること。
　（３）　都心及び都心周辺部の交通環境
　　（地域交通団体）
第 16 条　地域において自主的な運営により当該地域における交通手段を確保しようとする団体（以下「地域交
通団体」という。）は，次に掲げる事項について定めた当該地域における交通手段に関する計画（以下「地域
交通計画」という。）を策定し，市長に提案することができる。
　（１）　地域交通計画の名称
　（２）　地域交通計画の対象となる交通手段
　（３）　前号に規定する交通手段の運行の経路，経費その他の運行に関する事項
２　市は，地域交通計画が地域内の公共交通の利便性の向上に資するものと認められる場合は，当該地域交通計
画の実施に関する協定を当該地域交通団体と締結し，必要な支援を行うことができる。

　　（自動車及び公共交通の連携）
第 17 条　市長は，事業者その他関係機関と協力して，パークアンドライド（自宅等から最寄りの公共交通の駅
又は停留所までの区間を自動車を利用して移動し，これを当該駅又は停留所の付近に駐車した後，当該駅又は
停留所から目的地までの区間を公共交通を利用して移動することをいう。以下同じ。）の利便性の向上を図る
ものとする。
２　市は，パークアンドライドの利便性の向上を図るため必要と認める場合は，パークアンドライドの利便性の
向上を図るための措置の実施に関する協定を事業者その他関係機関と締結し，必要な支援を行うことができる。

　　（意識の啓発等）
第 18 条　市長は，市民の歩行並びに自転車及び公共交通の利用の推進に関する意識の啓発を図るとともに，市
民の歩行並びに自転車及び公共交通の自発的な選択及び利用の推進に関する活動の推進を図るものとする。

　　（エコ通勤の推進）
第 19 条　市は，事業者が次に掲げる事項について定めたエコ通勤（環境等を考慮して自動車（公共交通に係る
ものを除く。）の利用を控え，歩行，自転車又は公共交通により通勤することをいう。以下同じ。）を推進する
ための計画を策定した場合において，当該計画がエコ通勤の推進に資するものと認められるときは，当該計画
の実施を支援するための協定を当該事業者と締結し，必要な支援を行うことができる。
　（１）　エコ通勤の推進についての基本方針
　（２）　エコ通勤の推進についての目標
　（３）　エコ通勤を推進するために行う具体的事項
　（４）　前３号に掲げるもののほか，エコ通勤を推進するために必要な事項
　　（市民意見の聴取）
第 20 条　市長は，施策に反映させるため，移動しやすいまちづくりについての市民の意見の聴取に努めるもの
とする。

　　（表彰）
第 21 条　市長は，市民の歩行並びに自転車及び公共交通の利用の推進に著しく貢献したものを表彰することが
できる。

　　　第４章　雑則
　　（財政上の措置）
第 22 条　市は，移動しやすいまちづくりを推進するために必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。
　　（国等に対する要請等）
第 23 条　市長は，移動しやすいまちづくりを推進するため必要があると認める場合は，国，県，警察その他関
係機関に必要な協力の要請又は提案を行うものとする。
２　市長は，移動しやすいまちづくりを推進するため必要があると認める場合は，市民及び事業者に助言又は要
請を行うものとする。

　　（その他）
第 24 条　この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。
　　附　則
　この条例は，平成 24 年 12 月１日から施行する。
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「新潟市公共交通及び
　自転車で移動しやすく
　快適に歩けるまちづくり条例」

　超高齢社会や健康づくり，環境問題，まちなかの活性化など社会環境の変化に対応すべく，「公共交通や自転
車で移動しやすく快適に歩けるまちづくり」を目指して，その方向性を明確にし，市民と目的を共有するため
の条例を平成24年７月に制定しました。
　条例には基本となる理念，市・市民・交通事業者等の責務を明らかにするとともに，交通施策の基本となる
取り組みを定めており，市民と協働して，歩行・自転車・公共交通の環境の整備と利用促進に取り組んでいきます。

お問い合わせ

新潟市役所
〒951-8550新潟市中央区学校町通1番町602番地1
【担当課】
都市政策部　都市交通政策課　電話025-226-2723（直通）
土　木　部　土 木 総 務 課　電話025-226-3021（直通）
土　木　部　道 路 計 画 課　電話025-226-3041（直通） 新潟市


